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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

(1) 対象地域 

構成市町名  三島市 

面   積  62.02ｋｍ2（2015 年 3 月公表値） 

人   口  11 万 1 千人（111,095 人：2017 年 10 月 1 日現在） 

 

 (2) 計画期間 

 本計画は、2019年4月1日から2025年3月31日までの6年間を計画期間とする。ただし、

最終処分場の整備は、施設整備に先立つ計画支援事業から施設整備事業に至るまで、

事業期間が長期に渡ることから、用地測量、基本設計策定のための地質調査、基本計

画（基本設計）策定、生活環境影響調査、実施設計策定のための地質調査及び実施計

画策定までの計画支援事業にかかる期間を第1次計画とした上で、施設整備事業にかか

る期間については、第2次計画を策定することとする。 

 また、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見

直すものとする。 

 

 (3) 基本的な方向 

三島市（以下、「本市」という。）では、一般廃棄物処理基本計画（ごみ編）を 2011

年度に改訂し、生活系持ち込みごみの有料化をはじめとするごみ減量施策や、ミック

ス古紙の分別収集をはじめとする資源化施策を推進するとともに、ごみを安全かつ適

正に処理するため、焼却処理施設等の基幹的設備改良事業を実施するなど、施設の長

寿命化や適正な維持管理に努めてきた。 

それらの結果、1人 1日当たりのごみ排出量は、2011年度から 2017年度にかけ 16.4％

減少し、2017 年度は 912g（外国人を含む）まで減少した。また、基幹的設備改良事業

を実施した焼却処理施設等は、目立った故障はなく、順調に稼働を続けている。 

しかし、その一方で、リサイクル率は年々低下傾向にあり、2017 年度の実績は 13.9％

となっている。また、最終処分場の残容量が逼迫しているため、2010 年度からは、焼

却固化灰の一部を外部搬出し延命化を図っているが、一般廃棄物の区域内処理の原則

や、大規模災害時に大量に発生する恐れのある災害廃棄物の処理を考慮した場合、早

急に新たな最終処分場を整備することが必要である。 

本市では、これらの課題や近年の廃棄物を取り巻く社会環境の変化に対応していく

ため、更なるごみの減量や資源化を推進し、環境への負荷の少ない循環型社会の形成

を目指すとともに、発生したごみを安全かつ適正に処理するため、新たな最終処分場

の整備に取り組んでいくこととする。 
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また、本市では生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、1992 年度よ

り合併処理浄化槽の設置を推進しており、今後も公共下水道の事業認可を受けていな

い地域及び集中処理浄化槽の使用区域以外の地域において、合併処理浄化槽の整備を

継続していく方針である。 

 

 (4) 広域処理の検討状況 

 静岡県では、循環型社会の実現を図るため、「静岡県ごみ処理広域化計画」を策定し、

広域化を計画的に進めてきた。本市は、北ブロック処理区域として位置付けられ、ご

み処理の広域化を検討していたが、駿豆地区広域市町村圏協議会が 2010 年 3 月に解散

し、各市町のごみ処理は各市町が独自に進めていくことになった。 

一方で、本市における、焼却処理施設等の中間処理施設は、基幹的設備改良事業に

より延命化を図ったところであるが、施設全体が老朽化しているため、再度の延命化

は難しい状況である。 

よって、今後、将来の新たな中間処理施設建設に向けた検討を進めることになるが、

その際には、本市単独での建設だけでなく、施設建設費や維持管理費の削減、効率的

な発電等の効果等が期待できるごみ処理広域化を併せて検討することとする。 

 

（5）プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

プラスチック資源の排出抑制を推進するため、マイバッグの持参、商品購入時にお

ける包装・梱包の簡素化及び詰め替え商品の利用等、市民が自主的に実践できる取組

みについて、ごみに関する広報誌「ごみ減量トレンディ」やホームページなどを通じ

た情報発信を行うとともに、各種団体や小中学生といった若い世代への出前講座を開

催し、周知啓発を図っていく。 

また、事業者に対しては、レジ袋使用量削減協力店への参加や商品販売時における

包装・梱包の簡素化を働きかけていくとともに、耐久性のある商品や詰め替え商品の

開発、リターナブル容器の導入等、循環型社会の形成に寄与する、ごみになりにくい

商品の開発や導入に関する協力を求めていく。 

現在、プラスチック資源のうち、ペットボトル及び白色トレイ・白色発泡スチロー

ルについては、分別収集を実施し、再商品化を行っているが、その他のプラスチック

資源については、中間処理施設の建設といった初期費用のほか、収集運搬や中間処理

に多額の費用が必要となるため、市の財政状況や費用対効果、焼却処理施設及び環境

への影響等、多面的な観点からプラスチック資源の分別収集及び再商品化に関する検

討を行っていく。 
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２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

(1) 一般廃棄物等の処理の現状 

 2017 年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図 1 のとおりである。 

 総排出量は、集団回収量も含め、36,989 トンであり、再生利用される「総資源化量」

は 5,156 トン、リサイクル率〔＝(直接資源化量＋中間処理後の再生利用量＋集団回収量)

／(ごみの総処理量＋集団回収量)〕は 13.9％である。 

 中間処理による減量化量は 28,657 トンであり、集団回収量を除いた排出量のおおむ

ね 8 割が減量化されている。また、集団回収量を除いた排出量の約 9％に当たる 3,176

トンが埋め立てられている。 

 なお、中間処理量のうち、焼却量は 31,529 トンであり、三島市清掃センター焼却処

理施設では、温水の場内利用を行っている。 

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量 リサイクル率

2,611t 556t ( 13.9% )

7.5% 処理残さ量 1.6%

3,732t

排出量 計画処理 中間処理量 10.7% 処理後最終処分量

35,000t 35,000t 32,389t 3,176t

100% 100.0% 92.5% 減量化量 9.1%

28,657t

自家処理量 直接最終処分量 81.9% 最終処分量

0t 3,176t

0.0% 9.1%
0t

5,156t1,989t

 

図１ 一般廃棄物の処理状況フロー（2017 年度） 

 

(2) 生活排水の処理の現状 

 2017 年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量は図 2 のとおりである。 

 生活排水処理対象人口は、全体で 111,095 人であり、水洗化人口は、94,792 人、汚

水衛生処理率 85.3％である。 

 し尿発生量は 407kl／年、浄化槽汚泥発生量は、12,718kl／年であり、処分量（＝

収集・運搬量）は 13,125kl／年である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 生活排水の処理状況フロー（2017 年度） 

83,764 人 (75.4%)

94,792 人 (85.3%) 0 人 (0.0%)

111,095 人 (100%) 11,028 人 (9.9%) 12,718

15,858 人 (14.3%)

16,303 人 (14.7%)

445 人 (0.4%) 407
※小数点以下を四捨五入しているため、合計が合わない場合がある。

未処理人口

kl/年

kl/年

公共下水道

単独処理浄化槽

非水洗化人口 し尿発生量

総　　人　　口 合併処理浄化槽等 浄化槽汚泥発生量

集落排水施設等処 理 人 口



4 

(3) 一般廃棄物等の処理の目標 

 本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め、循環型社会の実現を目指

し、表 1 のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

 

表１ 減量化、再生利用に関する現状と目標 

指  標 現 状（割合※１） 

（2017年度） 

目 標（割合※１） 

（2025年度） 

排 出 量 事業系 総排出量 

 １事業所当たりの排出量※２ 

生活系 総排出量 

 １人当たりの排出量※３ 

合 計 事業系生活系排出量 

  8,948ﾄﾝ 

    9.5ﾄﾝ/事業所 

 26,052ﾄﾝ 

  206.0kg/人 

 35,000ﾄﾝ 

 8,187ﾄﾝ    (-11.1%) 

  8.7ﾄﾝ/事業所 (-11.2%) 

23,051ﾄﾝ    (- 7.7%) 

166.1kg/人  (-14.9%) 

31,238ﾄﾝ     (- 8.6%) 

再生利用量 直接資源化量 

総資源化量 

2,611ﾄﾝ 

5,156ﾄﾝ 

( 7.5%) 

(13.9%) 

 4,721ﾄﾝ    ( 15.1%) 

 6,950ﾄﾝ    ( 21.1%)  

エネルギー

回 収 量 

エネルギー回収量（年間の発電電力

量） 
－  － 

最終処分量 埋立最終処分量  3,176ﾄﾝ ( 9.1%)  2,613ﾄﾝ    (  8.4%) 

※１ 排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出
量＋集団回収量に対する割合 

※２ （１事業所当たりの排出量）＝｛(事業系ごみの総排出量)－(事業系ごみの資源ごみ量)｝／（事業所数） 

    事業所数は、直接搬入している事業者と処理を委託している事業者の合計とした（938 事業者）。 
※３ （１人当たりの排出量）＝｛(生活系ごみの総排出量)－(生活系ごみの資源ごみ量)｝／（人口） 

《用語の定義》 

 排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位：トン〕 
 再生利用量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕 

 エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕 
 減量化量：中間処理量と処理後の残さ量の差〔単位：トン〕 
 最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕 

 

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量 リサイクル率

4,721t 513t ( 21.1% )

15.1% 処理残さ量 1.6%

3,126t

排出量 計画処理 中間処理量 10.0% 処理後最終処分量

31,238t 31,238t 26,517t 2,613t

100% 100.0% 84.9% 減量化量 8.4%

23,391t

自家処理量 直接最終処分量 74.9% 最終処分量

0t 2,613t

0.0% 8.4%
0t

6,950t1,716t

 

図３ 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（2025 年度） 
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(4) 生活排水の処理の目標 

 生活排水の処理については、表 2 に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備を

進めていくものとする。 

 

表２ 生活排水処理に関する現状と目標 

公共下水道 83,764 人 (75.4%) 84,971 人 (79.2%)

農業集落排水施設等 0 人 ( 0.0%) 0 人 (0.0%)

合併処理浄化槽等 11,028 人 ( 9.9%) 10,685 人 (10.0%)

未処理人口 16,303 人 ( 14.7%) 11,606 人 (10.8%)

合　　計 111,095 人 107,262 人

汲み取りし尿量 407 250

浄化槽汚泥量 12,718 12,400

合　　計 13,125 12,650

※小数点以下を四捨五入しているため、合計が合わない場合がある。

ｷﾛﾘｯﾄﾙ

ｷﾛﾘｯﾄﾙ

ｷﾛﾘｯﾄﾙ

し
尿
・
汚
泥
の
量

処
理
形
態
別
人
口

2017年度実績 2025年度目標

ｷﾛﾘｯﾄﾙ

ｷﾛﾘｯﾄﾙ

ｷﾛﾘｯﾄﾙ
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３ 施策の内容  

(1) 発生抑制、再使用の推進 

ア 発生抑制の推進（リデュース） 

〇食品ロスの削減 

食べられるにも関わらず廃棄される食品、いわゆる「食品ロス」の削減を推進

する。 

〇生ごみの減量・堆肥化の推進 

集積所に排出される燃えるごみの内、湿重量で約 49.4％を占める生ごみの減量

や堆肥化を推進する。 

〇買い物袋（マイバック）持参運動の推進 

市民が買い物袋（マイバック）を持参する行動の定着を図るため、更なる啓発

に努める。 

〇レジ袋使用量削減協力店の認定 

レジ袋の使用量を削減し、ごみの減量を図るため、レジ袋使用量削減協力店へ

の参加を推進する。 

〇簡易包装や詰め替え商品の利用の推進 

小売店や消費者に対し、商品の販売・購入時の包装や梱包の簡素化を働きかけ

る。また、消費者に対し、出来るだけ詰め替え商品を利用するよう周知する。 

〇事業者への協力要請 

食品小売業、食品卸売業、外食産業等の事業者に対し、食品ロスの削減や生ご

み等の食品循環資源の再生利用について、協力を求めていく。また、製造業や

小売業等の事業者に対し、循環型社会に寄与するごみになりにくい商品の開発

や導入について、協力を求めていく。 

  〇その他ごみ減量施策に関する情報収集 

   他の自治体や家庭で取り入れているごみ減量施策について調査研究を行い、費

用対効果を勘案する中で、その導入について検討を行う。 

 

イ 再使用の推進（リユース） 

〇フリーマーケット等の開催 

市民のリユース意識の醸成を図るため、フリーマーケットやリユース市等のイ

ベントを開催する。 

〇不用品活用バンクの利用推進 

不用品活用バンク制度の周知に努め、生活用品等の再使用を推進する。 

  〇リユース食器の利用推進 

   市民生活や飲食店、またイベント時において、割りばしや使い捨て食器等の利
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用を減らし、マイ箸、マイボトル、マイカップ等の利用を推進する。 

〇もったいない意識の醸成 

使用済みのものを簡単に捨てるのではなく、繰り返し大切に使うという市民の

「もったいない」意識の醸成を図る。 

 

ウ ごみの分別と資源化の推進（リサイクル） 

〇資源物の分別徹底 

燃えるごみの中に、まだ多くの資源物が混入しているため、それらを適正に分

別するよう、本市のごみの分け方・出し方の周知に努める。また、必要に応じ

て、適正に分別されていないごみの収集方法について検討を行う。 

〇施設内における資源物の選別徹底 

清掃センター施設内にて資源物の選別を徹底し、リサイクル率の向上に努める。 

  〇各種リサイクル法の周知 

家電リサイクル法や容器包装リサイクル法などの各種リサイクル法について周

知を図り、適正なごみの分別と資源化を推進する。 

〇スーパー等における店頭回収の周知 

スーパー等の店頭に設置された資源物回収ボックスについて、設置者の了承を

得て周知を図る。また、本市の衣類等回収拠点の拡大を図るため、民間敷地内

への回収ボックス設置について、調査研究を行う。 

〇資源ごみ集団回収団体への報奨金交付 

資源ごみの集団回収を行う団体に報奨金を交付し、ごみの資源化を推進する。 

〇自治会等が行う資源ごみ集団回収の推進 

資源ごみ収集費用の削減や自治会等運営費の確保などを目的として、自治会等

が行う資源ごみ集団回収を推進する。 

〇資源物等の持ち去り防止 

集積所に排出された資源物等を無断で持ち去る行為について、定期的なパトロ

ールや警告看板の設置等により防止を図るとともに、違反者に対しては、条例

に基づく厳正な処分を行う。 

  〇ごみ組成分析調査の実施 

   集積所に排出される燃えるごみの組成分析調査を定期的に実施し、燃えるごみ

に含まれる資源物について、効果的な資源化の方法を検討するための基礎資料

とする。 

〇分別収集品目・資源化品目の拡大 

新たな分別収集品目や資源化品目に関し、他市町の事例や資源化業者が発する

情報等の調査研究を行い、費用対効果や環境への影響等を勘案する中で、その

導入について検討を進める。 
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〇廃プラスチック類の分別品目拡大 

ペットボトルや白色トレイを除くその他プラスチック製容器包装の資源化につ

いて、市の財政状況や費用対効果、焼却処理施設や環境への影響、新たな焼却

処理施設の整備計画等、多面的な観点から検討を行う。 

 

エ ごみ処理の有料化 

〇生活系収集ごみの有料化の検討 

2016 年度から生活系持ち込みごみの有料化を実施しており、今後は、他の施策

によるごみ減量効果、現施設の老朽化や新施設建設に伴い今後増大が予想され

るごみ処理経費と市の財政状況とのバランス、他市町の有料化の状況等を総合

的に勘案する中で、生活系収集ごみの有料化について検討を行う。 

〇一般廃棄物処理手数料の見直し 

2016 年度に事業系一般廃棄物処理手数料の改正を行い、2018 年度には少量排出

事業者制度を改正し、事業系収集ごみの有料化を実施した。今後は、これらの

施策によるごみ減量効果、ごみ処理経費の推移、他市町の手数料の状況等を総

合的に勘案する中で、定期的に手数料の見直しについて検討していく。 

 

オ 事業系ごみの適正処理や減量の推進 

〇少量排出事業者の適正なごみ処理等の推進 

本市独自の少量排出事業者制度を利用している事業者に対し、法令や例規に基

づく適正なごみ処理や、ごみの減量に努めるよう、周知活動や指導に努める。 

〇直接搬入事業者等の適正なごみ処理等の推進 

清掃センターにごみを搬入する事業者や収集運搬許可業者に対し、定期的なご

み搬入検査や立入検査を行い、適正処理や減量について適切な指導を行う。 

〇多量排出事業者等への指導 

多量に一般廃棄物を排出する事業者に対し、ごみの減量計画を作成させる等、

ごみの減量に向けた取り組みについて適切な指導を行う。 

〇資源古紙の分別に関する指導 

   少量排出事業者や直接搬入事業者のごみには、資源化できる古紙が、まだ多く

含まれているため、適正に分別し資源化するよう適切な指導を行う。 

  〇優良事業者が行う取組みの情報提供 

   ごみの減量や資源化に積極的に取り組む事業者に関し、その取り組み方法や成

果等について、他の事業者の参考となるよう、周知啓発を行う。 

  〇市関連施設の適正なごみ処理等の推進 

   市が他の事業者の手本となるよう、市関連施設から発生するごみの適正処理や

減量に努める。 
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カ 生活排水対策 

 〇下水道接続の啓発活動 

生活排水の未処理排出抑制のため、下水道供用開始区域内の未接続家庭に対し、

早期接続を促す啓発活動を行う。 

〇合併処理浄化槽設置等の啓発活動 

生活排水の未処理排出抑制のため、下水道計画区域外の家庭に対し、合併処理

浄化槽の設置及び適切な維持管理を促す啓発活動を行う。 
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(2) 処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

本市の分別区分及び処理方法については、表 3 のとおりである。 

本市の生活系ごみの収集は、粗大ごみを除き、地域の集積所又は拠点回収場所

からの収集としており、粗大ごみについては、清掃センターへの自己搬入、若し

くは有料の戸別収集方式としている。今後も同様の収集体制を継続する。 

また、本市のごみ処理施設のうち、中間処理施設は、老朽化が進んでいたため、

2013 年度から 2016 年度にかけ、基幹的設備改良事業による延命措置を行った。

今後は、延命化の効果を失わないよう、長寿命化計画等に基づく予防保全的な設

備の更新や修繕を実施するとともに、保守点検や法定検査等により、施設の安定

的な稼働に努める。 

 一方、最終処分場については、その残容量が逼迫していることから、焼却固化

灰の一部を外部搬出するとともに、最終処分量の削減を図るため、ごみの排出抑

制に積極的に取り組んでいる。また、ごみの資源化についても、資源化品目の拡

大や適正な分別の周知等により、リサイクル率の向上に取り組んでいるところで

あるが、近年の情報通信技術の進展による紙離れや、スーパー等店頭回収の利用

の増加等により、資源ごみの収集量は年々減少している状況にある。 

 今後は、新たな最終処分場の整備を推進するとともに、燃えるごみに含まれる

資源古紙をはじめとする資源物を適正に分別して排出するよう、市民意識の醸成

を図る取り組みを推進する。 

 また、新たな分別収集品目や資源化品目に関しては、他市町の事例や資源化業

者との情報交換等により調査研究を行うとともに、かばん・靴類の資源化や、集

積所に排出された剪定枝の資源化について、費用対効果や環境への影響等を勘案

する中で、導入に向けた検討を進める。 

 

イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

 本市の事業系ごみは、清掃センターへの自己搬入又は一般廃棄物収集運搬業者

の搬入による処理のほか、1 回のごみ排出量 10ｋｇ以下の少量排出事業者のごみ

については、所定の手続きを行えば、地域の集積所に排出できることとしており、

そのごみは、生活系ごみとともに市が収集運搬し処理を行っている。 

 また、本市においては、産業廃棄物の処理を原則行っておらず、事業系一般廃

棄物については、生活系ごみに準じた分別区分及び生活系ごみと同じ施設や方法

で処理を行っている。  

 今後も同様の処理体制を継続していくが、清掃センターに搬入される事業系ご

みの中には、産業廃棄物に該当するごみや、資源化できる紙ごみが多く混入して

いるため、事業者や収集運搬業者に対する定期的な搬入検査や立入検査を行い、



11 

ごみの適正処理や減量について適切な指導を行う。 

 また、少量排出事業者のごみについては、2018 年 4 月 1 日に制度を一部改正し、

集積所にごみを排出する場合に、処理手数料の納付と事業系指定ごみ袋の使用を

義務付けたが、今後は、少量排出事業者が新たな制度に基づき、適正な処理を行

うよう、周知啓発や指導に努めていく。 

 

ウ 一般廃棄物処理施設で併せて処理する産業廃棄物の現状と今後 

 現状は、産業廃棄物の処理を原則行っていない。 

また、今後も、大規模災害時等の非常時を除き、本市の一般廃棄物処理施設に

おいて、産業廃棄物を処理する予定はない。 

 

エ 生活排水処理の現状と今後 

 本市の生活排水処理率は、2017 年 10 月 1 日現在、85.3％であり、今後は、処

理率の向上を図るため、下水道供用開始区域内の未接続家庭に対しては、早期の

下水道接続を推進し、下水道計画区域外の家庭に対しては、合併処理浄化槽の整

備と適正な維持管理を推進する。 

  また、本市のし尿及び浄化槽汚泥の中間処理は衛生プラントで実施しており、

発生した汚泥は、現在、同プラントでの焼却による減量化を行っているが、焼却

施設の老朽化や処理汚泥量の減少から、今後は、脱水後の汚泥を外部搬出し、焼

却灰の資源化により処理を行う。 

 

オ 今後の処理体制の要点 

 

 

 

 

 

 

◇ 既存最終処分場の残容量が逼迫していることから、焼却固化灰の外部

搬出による延命化を継続するとともに、新規最終処分場の整備を推進

する。 

◇ 燃えるごみに含まれる資源物を適正に分別して排出するよう、市民意

識の醸成を図る取り組みを推進する。 

◇ かばん・靴類の資源化や、集積所に排出された剪定枝の資源化につい

て、費用対効果や環境への影響等を勘案する中で、導入に向けた検討

を進める。 

◇ 清掃センターに搬入する事業者等に対する定期的な搬入検査や立入検

査を行い、ごみの適正処理や減量について適切な指導を行う。 

◇ 少量排出事業者が、改正後の制度に基づき適正な処理を行うよう、制

度の周知や指導に努めていく。 



 

表３ 三島市の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※分別区分については、区分された廃棄物が具体的にどのような廃棄物を指すかを添付資料 3 により説明 

 
1
2
 
 

処理方法 処理施設等 処理実績

無色透明のびん
茶色のびん
その他の色のびん

リサイクル

埋立
清掃センター最

終処分場
304(③)

直接資源化 94

直接資源化 10

直接資源化(委託) 9
清掃センター粗
大ごみ処理施設

②に含まれる

リサイクル 直接資源化(委託) 24
リサイクル 直接資源化 226

燃えるごみ 焼却
清掃センター焼

却処理施設
①に含まれる

木製家具等 リサイクル 直接資源化 352
羽毛ふとん リサイクル 直接資源化 1

リサイクル
清掃センター粗
大ごみ処理施設

②に含まれる

埋立
清掃センター最
終処分場

③に含まれる

蛍光灯

清掃セン
ター粗大ご
み処理施設

直接資源化

燃えるごみ

剪定枝

かん類

新聞（チラシ含む）

びん類

危険不燃物

分別区分

雑誌（書籍・ノート含む）

衣類等

リサイクル

リサイクル

段ボール
牛乳等紙パック
ミックス古紙

138

22,582(①)燃えるごみ
清掃センター焼

却処理施設

リサイクル

その他の燃えないごみ

リサイクル

電球・スプレーかん・刃
物類・ライター等

乾電池

小型家電（パソコン含む）

白色トレイ・
白色発泡スチロール

資源ごみ

資源古紙

693

556(②)

1,063

現状（2017年度）

粗大ごみ

不燃性

直接資源化

直接資源化

可燃性

焼却

リサイクル

ペットボトル

処理方法 処理施設等 処理実績

焼却
清掃センター焼

却処理施設
17,547(①)

リサイクル 直接資源化 598
無色透明のびん 無色透明のびん
茶色のびん 茶色のびん
その他の色のびん その他の色のびん

リサイクル

埋立
清掃センター最

終処分場
269(③)

直接資源化 145

直接資源化 30

直接資源化(委託) 8
清掃センター粗

大ごみ処理施設
②に含まれる

リサイクル 直接資源化(委託) 21
リサイクル 直接資源化 426

リサイクル 直接資源化 61

燃えるごみ 焼却
清掃センター焼

却処理施設
①に含まれる 燃えるごみ

木製家具等 リサイクル 直接資源化 315 木製家具等
羽毛ふとん リサイクル 直接資源化 1 羽毛ふとん

リサイクル
清掃センター粗

大ごみ処理施設
②に含まれる

埋立
清掃センター最

終処分場
③に含まれる

分別区分

燃えるごみ
燃えるごみ

剪定枝

直接資源化

清掃セン
ター粗大ご
み処理施設

623

513(②)

分別区分

燃えるごみ
燃えるごみ

剪定枝

資源ごみ

びん類
リサイクル

リサイクル白色トレイ・
白色発泡スチロール

その他の燃えないごみ

資源古紙

新聞（チラシ含む）

リサイクル

かん類

直接資源化

雑誌（書籍・ノート含む）
段ボール
牛乳等紙パック
ミックス古紙

ペットボトル

粗大ごみ

可燃性

不燃性

かばん・靴等

危険不燃物

蛍光灯

電球・スプレーかん・刃
物類・ライター等

乾電池

段ボール
牛乳等紙パック
ミックス古紙

衣類等

小型家電（パソコン含む） リサイクル 直接資源化 132

リサイクル

2,362

蛍光灯

電球・スプレーかん・刃
物類・ライター等

乾電池

資源ごみ

びん類

かん類

その他の燃えないごみ

資源古紙

新聞（チラシ含む）
雑誌（書籍・ノート含む）

今後（2025年度）

衣類等

小型家電（パソコン含む）

かばん・靴等

粗大ごみ

可燃性

不燃性

ペットボトル

白色トレイ・
白色発泡スチロール

危険不燃物
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(3) 処理施設等の整備 

ア 廃棄物処理施設 

 上記(2)の今後の処理体制及び分別区分で処理し発生した焼却灰等を、適正に処

分するため、第 2 次計画において、表 4 のとおり必要な最終処分場の整備を行う。 

 

表４ 整備する処理施設 

事業 

番号 

整備施設種類 

施設名 
事 業 名 処理能力 設置予定地 

事業期間 

（全体事業期間）

国土強

靭化 

1 
最終処分場 

（予定） 

（仮称）一般廃棄

物最終処分場（第

４埋立地）整備事

業 

未定 

(第 2 次計画

時に確定) 

三島市字 

賀 茂 之 洞 

地 内 外 

(2025～2027) ― 

 

※ 現有処理施設の概要を添付資料 4 として添付した。（現有施設名・種類、処理する廃棄物、処理能力、

所在地、竣工年等、施設の概要について一覧表としたもの） 
 

（整備理由） 

 事業番号１ 既存最終処分場の残容量の逼迫 

 

 

イ 合併処理浄化槽の整備 

 合併処理浄化槽の整備については、表 5 のとおり行う。 

 

表５ 合併処理浄化槽への移行計画 

事    業 

直近の整備済 

基 数 （基） 

(平成 29 年度) 

整備計画 

基  数 

(基) 

整備計画 

人  口 

(人) 

事業期間 国土強靭化 

浄化槽設置整備事業 84 123 512 2019～2024 

三島市国土

強靭化地域

計画 

合    計 84 123 512   
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(4) 施設整備に関する計画支援事業 

 (3)の施設整備に先立ち、表 6 のとおり計画支援事業を行う。 

表６ 実施する計画支援事業 

事業 

番号 
事 業 名 事業内容 事業期間 

31 

（仮称）一般廃棄物最終処分場（第４埋立地）整

備に係る用地測量事業 
用地測量 2020 

（仮称）一般廃棄物最終処分場（第４埋立地）整

備に係る基本設計策定のための地質調査事業 
地質調査 2020 

（仮称）一般廃棄物最終処分場（第４埋立地）整

備に係る基本計画（基本設計）策定事業 

基本計画 

（基本設計） 
2020～2021 

（仮称）一般廃棄物最終処分場（第４埋立地）整

備に係る生活環境影響調査事業 
生活環境影響調査 2020～2021 

（仮称）一般廃棄物最終処分場（第４埋立地）整

備に係る実施設計策定のための地質調査事業 
地質調査 2022 

（仮称）一般廃棄物最終処分場（第４埋立地）整

備に係る事業者選定等事業 

事業者選定等 

（発注仕様書等の

作成、埋立地造成

設計などの各種設

計） 

2023～2024 

（仮称）一般廃棄物最終処分場（第４埋立地）整

備に係る希少野生動植物調査事業 

希少野生動植物調

査 
2023～2024 

 

(5) その他の施策 

 その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

ア 環境美化活動の推進 

〇環境美化推進員活動の支援 

自治会連合会役員及び自治会等から推薦された環境美化推進員で組織する環境

美化推進員会に対し、活動費の補助金交付や研修会等を実施し、地域における

環境美化推進員の円滑な活動を支援する。 

〇環境美化に関する各種イベントの実施 

環境美化推進大会、統一美化キャンペーン、三島の川をきれいにする奉仕活動

等、美しいまちづくりを推進するためのイベントを市民の協力を得て実施する。 

〇自治会等が行う清掃活動の支援 

自治会や町内会等が行う清掃活動に伴い発生するごみや草木等を清掃センター

で受け入れるなど、その活動を支援する 

 

 



15 

イ 環境衛生活動の推進 

〇環境衛生週間ポスター・標語展の実施 

環境衛生週間の取り組みの一環として、市内の小・中学校からポスター・標語

の募集・展示を行い、環境衛生に対する意識の醸成を図る。 

〇死亡動物の処理 

公共の場で死んでいる動物は、出来るだけ速やかに収集し、適正処理を行う。 

 

ウ 再生利用品の需要拡大 

  市関連施設における再生利用品の利用を率先して行うとともに、住民や事業者

に対する普及啓発活動を通じて、再生利用品の需要拡大を図る。 

 

エ 廃家電のリサイクルに関する普及啓発 

  廃家電のリサイクルについては、特定家庭用機器再商品化法に基づく適切な回

収、再商品化がなされるよう、関連団体や小売店などと協力して普及啓発を行う。 

 

オ 不法投棄の防止 

〇不法投棄監視員等による監視体制の強化 

不法投棄監視員や委託業者と連携し、巡回監視パトロールを実施する他、箱根

西麓の山間部等に監視カメラを設置し、監視体制の強化を図る。また、希望の

あった市民等に対しては、不法投棄防止用看板を配布するなどの支援を行う。 

〇関係機関との連携 

警察、自治会、県などの関係機関との連携を深め、相互の通報・連絡体制を強

化し、不法投棄の防止に努める。 

〇不法投棄物等の適正処理 

通報のあった不法投棄物については、土地所有者（管理者）や警察等と連携し、

適正に回収・処理を行う。 

〇ルール違反ごみ等への対応 

集積所のルール違反ごみや他市町から持ち込まれるごみは、自治会や環境美化

推進員等と連携し、その削減に努める。また、違反者に対し適切な指導を行う。 

  〇共同住宅の管理者等に対する協力要請 

   共同住宅の入居者から排出されるごみは、一戸建て住宅の住民から排出される

ごみと比べ、比較的、ルール違反となるものが多く見られる。よって、共同住

宅の管理者等に対し、その対策を講じるよう協力を求める。 

〇指定ごみ袋への排出者名等の記入に関する検討 

   ごみの適正処理に対する市民意識の向上を図り、集積所のルール違反ごみを削
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減するため、市民意識調査の結果や他市町の状況等を踏まえ、指定ごみ袋への

排出者名等の記入について検討を行う。 

 

カ 周知・啓発活動の推進 

〇広報誌等による周知啓発 

ごみ処理の現状や課題、施策の実施状況等について、広報誌や啓発チラシ、ホ

ームページやイベント等、多様な媒体や機会を通じて周知啓発を図る。 

〇ごみ処理に関する情報提供 

市民や事業者が率先してごみの減量や資源化、適正なごみ処理を行うよう、多

様な媒体や機会を通じて、ごみの排出方法や分別方法等に関する情報提供に努

める。 

〇外国人に対する情報提供 

近年の国際化社会の進展により、本市においても多くの外国人が居住している

ため、分別方法等に関する外国人向けパンフレットを作成し、ごみの適正な分

別・排出の情報提供に努める。 

〇出前講座等の開催 

各種団体への出前講座を積極的に開催し、本市のごみ処理の現状や課題、適正

な分別区分等を共有してもらい、市民のごみ処理に対する意識啓発を図る。 

〇自治会や環境ボランティア等との連携・協働による施策の推進 

自治会や町内会をはじめ、地域の環境美化の一翼を担う「環境美化推進員」や、

ごみの減量やリサイクルに関する活動を自ら率先して行う「ごみ減量アドバイ

ザー」等と連携・協働し、ごみ処理に関する周知啓発活動を推進する。 

〇環境ボランティアの育成・支援 

  ３Ｒ活動を自ら率先して行い、その活動を広める役割を担う、「ごみ減量アドバ

イザー」をはじめとする環境ボランティアの育成に努めるとともに、その活動

を支援する。 

 〇説明会等の開催による市民や事業者への周知 

  ごみ処理に関する制度改正や、ごみの分け方・出し方の変更等があった場合は、

市民や事業者を対象に説明会等を開催し、その周知を図る。 

 〇ごみに関する市民意識調査の実施 

  ごみに関する市民意識調査を定期的に実施し、ごみの減量や資源化施策の推進

方法、効果的な周知・啓発方法等を検討するための基礎資料とする。 

 

キ 環境教育・環境学習の推進 

〇ごみ処理施設見学の受け入れ 
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ごみ問題への理解と関心を深め、ごみの減量や資源化に向けた行動を促進する

ため、市内小学校児童の社会科見学等、積極的に市民の施設見学を受け入れる。 

〇教育機関と連携した環境教育の推進 

小中学生を対象とした出前講座の実施や、環境教育教材や副読本の作成・配布

により、ごみ問題について自ら考え、率先して行動できる人づくりを推進する。 

〇消費者教育の充実 

ごみに関する問題意識を持ち、自ら率先して行動できる消費者を育成するため、

消費者教育の充実を図る。 

 

ク 災害時の廃棄物処理に関する事項 

〇災害廃棄物処理計画の管理等 

2017 年 3 月に策定した三島市災害廃棄物処理計画について、災害廃棄物を取り

巻く状況や社会環境の変化に応じた定期的な見直しを行う。また、実際の災害

時に適正かつ迅速に災害廃棄物を処理できるよう、具体的な処理方法の検討を

行う。 

 〇訓練の実施 

大規模災害時の混乱を最小限にするため、実際の災害発生時を想定した訓練を

実施する。 

〇災害時や緊急時における相互援助協力 

災害時や緊急時におけるごみの収集運搬や処分に関し、各種団体や他市町との

相互援助協力について協議を行う。 

  〇仮置場候補地 

   仮置場については、候補地を表７に示す。 

 

表７ 仮置場候補地 

 仮置場候補地 所在地 面積（㎡） 

1 三島市清掃センター最終処分場等 三島市字賀茂之洞 4703-94 10,000 

2 市の山グラウンド 三島市塚原新田 405-1 3,812 

3 北沢公園 三島市北沢 53-1 6,100 

4 長伏公園北側駐車場 三島市長伏 274-3 7,102 

5 長伏グラウンドＢ 三島市長伏 274-3 5,600 

6 長伏グラウンドＣ 三島市長伏 274-3 3,000 

7 浄化センター広場 三島市長伏 309 5,014 

合  計 40,628 
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〇最終処分場 

最終処分場については、現在使用している清掃センター最終処分場（第 3 埋立

地）を候補地としているが、静岡県が求めている、想定される量の災害廃棄物

を最終処分した後の 10 年間分の埋め立て容量を確保できていない。そのため、

新たな最終処分場の整備が必要となっている。 

 

４ 計画のフォローアップと事後評価 

(1) 計画のフォローアップ 

 本市では、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要

に応じて、本市、静岡県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計

画の見直しを行う。 

 

(2) 事後評価及び計画の見直し 

 計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速

やかに計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

 また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるも

のとする。 

 なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直

すものとする。 
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一
致

さ
せ

る
こ

と
。

※
２

　
実

施
し

な
い

事
業

の
欄

は
削

除
し

て
構

わ
な

い
。

※
３

　
同

一
施

設
の

整
備

で
あ

っ
て

も
、

交
付

金
を

受
け

る
事

業
主

体
ご

と
に

記
載

す
る

。

※
４

　
事

業
が

地
域

計
画

を
跨

ぐ
場

合
は

地
域

計
画

期
間

内
の

事
業

期
間

を
記

入
し

、
備

考
欄

に
全

体
の

事
業

期
間

を
記

載
す

る
こ

と
。

な
お

、
事

業
期

間
は

交
付

対
象

外
部

分
の

み
を

行
う

期
間

も
含

む
。

※
５

　
廃

焼
却

施
設

の
解

体
と

新
施

設
の

建
設

を
異

な
る

事
業

主
体

が
実

施
す

る
場

合
は

、
そ

れ
ぞ

れ
の

事
業

費
を

別
行

で
記

載
す

る
こ

と
。

3
1

（
仮

称
）
一

般
廃

棄
物

最
終

処
分

場
（
第

４
埋

立
地

）
整

備
に

係
る

実
施

設
計

策
定

の
た

め
の

地
質

調
査

事
業

（
仮

称
）
一

般
廃

棄
物

最
終

処
分

場
（
第

４
埋

立
地

）
整

備
に

係
る

希
少

野
生

動
植

物
調

査
事

業

（
仮

称
）
一

般
廃

棄
物

最
終

処
分

場
（
第

４
埋

立
地

）
整

備
に

係
る

基
本

計
画

（
基

本
設

計
）

策
定

事
業

事
業

期
間

※
５

合
　

　
　

　
　

　
計

（
仮

称
）
一

般
廃

棄
物

最
終

処
分

場
（
第

４
埋

立
地

）
整

備
事

業
（
予

定
）

○
施

設
整

備
に

関
す

る
計

画
支

援
事

業

浄
化

槽
設

置
整

備
事

業

（
仮

称
）
一

般
廃

棄
物

最
終

処
分

場
（
第

４
埋

立
地

）
整

備
に

係
る

用
地

測
量

事
業

備
考

（
仮

称
）
一

般
廃

棄
物

最
終

処
分

場
（
第

４
埋

立
地

）
整

備
に

係
る

生
活

環
境

影
響

調
査

事
業（
仮

称
）
一

般
廃

棄
物

最
終

処
分

場
（
第

４
埋

立
地

）
整

備
に

係
る

基
本

設
計

策
定

の
た

め
の

地
質

調
査

事
業

（
仮

称
）
一

般
廃

棄
物

最
終

処
分

場
（
第

４
埋

立
地

）
整

備
に

係
る

事
業

者
選

定
等

事
業

交
付

対
象

事
業

費
（千

円
）

 循
環

型
社

会
形

成
推

進
交

付
金

等
事

業
実

施
計

画
総

括
表

２
（
２

０
１

８
年

度
）

事
　

業
　

種
　

別
事

業
番

号

事
業

主
体

名
　

　
　

称
※

２

規
　

模
総

事
業

費
（千

円
）
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施設概要（浄化槽系） 
都道府県名  静岡県  

 

(1) 事業主体名 三島市 

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業 

(3) 事業の実施目的及び内容 

生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、補助要綱に基

づき、公共下水道供用開始区域外で合併処理浄化槽を設置する者に対

し、補助金を交付する。 

(4）事業期間 
（生活排水処理基本計画期間）
※生活排水処理基本計画をもって地域計

画に代える場合に括弧書きで記載。 

２０１９年度 ～ ２０２４年度 
 

（ 令和元年度 ～ 令和６年度 ） 

(5) 事業対象地域の要件 浄化槽設置整備事業実施要綱第３(1)ア(キ)に規定する地域 

(6) 事業計画額 交付対象事業費 48,290千円 

 
○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 【浄化槽設置整備事業の場合】 

区分 
交付対象基数 

（ ５１２人分） 
基準額合計 総事業費 

交付対象 
事業費 

5人槽 ８３基（  ２９０人分） 28,756千円 29,166千円 28,756千円 

6～ 7人槽 ２９基（ １４５人分） 12,906千円 13,314千円 12,906千円 

8～10人槽 １１基（    ７７人分） 6,628千円 6,900千円 6,628千円 

11～20人槽 基（       人分）    

21～30人槽 基（       人分）    

31～50人槽 基（       人分）    

51人槽以上 基（       人分）    

宅内配管費 基    

撤去費 基    

雨水貯留槽
等再利用 

基    

改築費（災
害） 

基    

改築費（長
寿命化） 

基    

浄化槽整備 

効率化事業費 

台帳作成費    

計画策定等調査費    

効果的な転換促進及び管理適正化推進費    

合 計 

 １２３基（５１２人分） 
※基数の合計には、宅内配
管費、撤去費、改築費を除
く。 

48,290千円 49,380千円 48,290千円 
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【参考資料様式７】



   
 

 
 

      

 

      

 

 

     
 

 

 

     
 

   

 

     

  

  

 

     

  

   

       

    

        

   

       

    

        

   

       

    

        

 

 

 

     

 

 

 

  

 

 

    
   

   

    

  

  

    

   

    

  

  

    

   

    

  

  

    

 
  

 



   
 

 

      

 

      

 

 

     
 

 

 

     
 

   

 

     

  

 

 

 

     

  

   

       

    

        

   

       

    

        

   

       

    

        

 

 

 

     

 

 

 

  

 

 

    
   

  

    

  

  

    

  

    

  

  

    

  

    

  

  

    

 
  

 
 

  



   
 

 

      

 

         

 

 

     
 

 

 

     
 

   

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

  

   

       

    

        

    

        

    

        

    

        

    

        

 

 

 

     

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
   

 

    

  

   

   

    

  

     

    

  

     

 
  

 

 



 

 

 

 

 

最終処分場（第 3埋立地） 

最終処分場（第 1埋立地） 
最終処分場（第 2埋立地） 

最終処分場候補地 

（第 4埋立地） 

三島市清掃センター 
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